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はじめに 

 

令和4年10月27日に文部科学省より公表された、｢令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生

徒指導上の諸課題に関する調査結果について｣によると、全国の国公私立小・中学校における不

登校児童生徒数(欠席日数30日以上）は、過去最多の244,940人にのぼり、９年連続で増加してい

ます。 

本町においては、小学校の不登校児童数は横ばい、中学校の不登校生徒数の年度によって増減

している状況です。 

各校においては、不登校への未然防止（全ての児童生徒対象）、初期対応（不登校の兆しが見

えた児童生徒対応）、自立支援（不登校状態にある児童生徒対象）といった不登校対策に取り組

んでいます。さらに、魅力ある学校づくりをとおして、すべての児童生徒を対象に『居場所づく

り』と『絆づくり』を行い、「学びが楽しい、かかわりが楽しい、また明日きたくなる学校づく

り」を目指すと同時に、自己肯定感や自己有用感を高め、いじめ・不登校などが起こりにくい集

団や子どもが安心して学校生活ができる環境づくりに努めてきました。 

また、不登校児童生徒への支援のために、本人や保護者との面談、校内ケース会議、別室登校

や放課後登校等の対応、学校支援員・スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーとの

連携、福祉・医療機関の紹介など、個々の児童生徒の状況に応じた取り組みが組織的に行われて

います。 

しかしながら、不登校児童生徒の中には、様々な理由で登校が難しく、フリースクール等の民

間施設を利用したいという声も上がってきました。 

このことから、町教育委員会では「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の

確保等に関する法律（教育機会確保法）」（平成29 年2月施行）や「不登校児童生徒への支援の

在り方について」（令和元年10月25日付け文部科学省通知）が求めている民間施設との連携が必

要との認識のもと、これを円滑に進めるため、本ガイドラインを策定することといたしました。

また、今後、ＩＣＴ等を活用して、自宅等において学ぶことを望む児童生徒も出てくることを想

定し、その際のガイドラインについても示しております。 

同法や同通知では、不登校児童生徒への支援について、「学校に登校する」という結果のみを

目標にするのではなく、社会的に自立することを目指す必要があること、それに伴い、民間施設

での支援を指導要録上の出席扱いと判断する際の要件について、新たな考え方が示されました。 

本ガイドラインでは、不登校児童生徒が民間施設における支援やＩＣＴ等を活用して行った学

習活動を、校長が指導要録上の出席扱いと判断する際の目安や留意すべき点について示しており

ます。 

不登校児童生徒の支援にあたっては、個々の児童生徒の状況に応じて、社会的自立に向けた適

切な居場所を提供することが求められています。教育委員会・学校と民間施設が連携し、不登校

児童生徒への支援の充実につながるよう、本ガイドラインを活用いただければ幸いです。 

 

 

令和５年２月 

三川町教育委員会 

 



3 

 

 

 

 

 

 

不登校児童生徒の中には、フリースクール等において相談・指導を受け、あるいは自宅でＩＣ

Ｔ等を活用した学習活動を行い、学校復帰や社会的自立に向けて懸命に努力を続けている児童生

徒がいる。このような当該児童生徒の努力に対し、「不登校児童生徒への支援の在り方につい

て」（令和元年10月25日付け文部科学省通知）では、一定の要件を満たす場合に、校長は指導要

録上の出席扱いとすることとされている。 

また、不登校児童生徒の最善の利益を最優先に考えて支援を行うことが重要であり、登校とい

う結果のみを目標にするのではなく、当該児童生徒が自らの進路を主体的に捉えて、社会的に自

立することを目指す必要がある。 

したがって、このガイドラインは、フリースクール等での活動及び自宅等においてＩＣＴ等を

活用した学習が、当該児童生徒にとってふさわしい学びであり、指導要録上の出席扱いに該当す

るかを、校長が総合的に判断するための目安を示すものである。 

 

＜参考資料＞ 

「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」 

（平成29年2年14日完全施行） 

「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本指針」 

（平成29年3月31日文部科学省） 

「不登校児童生徒への支援の在り方について（通知）」 

（令和元年10月25日文部科学省） 

「（別記１）義務教育段階の不登校児童生徒が学校外の公的機関や民間施設において相談・指導

を受けている場合の指導要録上の出欠の取扱いについて」 

（令和元年10月25日文部科学省） 

「（別記２）不登校児童生徒が自宅においてＩＣＴ等を活用した学習活動を行った場合の指導要

録上の出欠の取扱いについて」 

（令和元年10月25日文部科学省） 

「（別紙）指導要録上の出席扱いに係る積極的な対応の留意点」 

（令和元年10月25日文部科学省） 

「（別添３）民間施設についてのガイドライン（試案）」 

（令和元年 10月 25日文部科学省） 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 「不登校児童生徒の『指導要録上の出席扱い』に係る 

ガイドラインの趣旨」 
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１ 「指導要録上の出席扱い」とする判断の目安 

 判断の目安 

（１）学校、家庭、フリースクール等との関係について 

① 学校と保護者の間に、協力関係が保たれていること。 

② 児童生徒のプライバシーにも配慮の上、学校とフリースクール等が相互に、児童

生徒やその過程を支援するために必要な情報等を交換するなど、学校とフリース

クール等との間に、連携・協力関係が保たれていること。 

※定期的（概ね月に１回程度）にフリースクール等から学校へ通所児童生徒の状

況報告をしてもらうよう、町教委が依頼する。 

③ フリースクール等での支援経過を保護者に定期的に連絡するなど、家庭とフリー

スクール等の間に、連携・協力関係が保たれていること。 

（２）実施主体について 

① 法人、個人は問わないが、実施者が不登校児童生徒に対する支援等に関し深い理

解と知識又は経験を有し、かつ社会的信望を有していること。 

② 不登校児童生徒に対する相談・指導が行われていること。 

（３）支援の在り方について 

① 受入れにあたっては面接を行うなどして、当該児童生徒の状況の把握が適切に行

われていること。 

② 指導内容・方法、相談手法及び支援の体制があらかじめ明示されており、かつ児

童生徒の状況に応じた適切な内容の支援が行われていること。 

（４）支援スタッフについて 

① 支援スタッフは児童生徒の教育に深い理解を有するとともに、不適応・問題行動

の問題等について知識・経験をもち、その指導にあたっていること。 

② カウンセリング等を行うにあたっては、心理学や精神医学等の専門的知識と経験

をもとに適切な指導がなされていること。 

２ 留意点 

（１）上記目安は、個々のフリースクール等についてその適否を判断するという趣旨のものでは

ない。 

（２）学校は、不登校児童生徒及び保護者との定期的（概ね1か月に1回以上）な家庭訪問や面

談、電話連絡等による状況把握を行う。 

（３）学校は、フリースクール等における相談・指導が当該児童生徒にとって適切であるかどう

かを判断するため、施設訪問を行う。 

（４）学校は、フリースクール等から定期的に送付される、通所児童生徒の状況報告（様式任

意）のほか、必要に応じて施設訪問や電話連絡等により通所の状況把握を行う。 

（５）出席扱いとした場合の指導要録への記入の仕方は次の通りとする。 

   記入例 備考欄：出席扱い（〇〇〇への通所）５０ 

（６）フリースクール等における学習の計画や内容が、学校の教育課程に照らし適切と判断され

る場合には、当該学習の評価を適切に行い指導要録に記入したり、また、評価の結果を通

知表その他の方法により、児童生徒や保護者に積極的に伝えたりする。 

Ⅱ フリースクール等に通う児童生徒について 
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１ 「指導要録上の出席扱い」とする判断の目安 

 判断の目安 

（１）学校と家庭との関係について 

① 学校と保護者の間に、協力関係が保たれていること。 

② 学校の訪問等による対面指導が、定期的（概ね１か月に１回以上）に行われてい

ること。 

（２）ICT等を活用した学習について 

① 原則、小中学校教育課程に準じる学習内容で、コンピュータやインターネット、

遠隔教育システム、郵送、FAXなどを活用して提供される学習活動であること。 

例・民間業者が提供する ICT教材を活用した学習 

 ・パソコンで個別学習できるシステムを活用した学習 

 ・ICT機器を活用し、在籍校の授業を自宅に配信して行う学習（同時双方向型

授業配信やオンデマンド型授業配信）」等 

② 当該児童生徒の学習理解の程度を踏まえた計画的な学習プログラムであること。 

③ 学習内容や実施時間について把握できること。 

２ 留意点 

（１）基本的に、当該不登校児童生徒が、フリースクール等において相談・指導を受けられない

ような場合に行う学習活動であること。なお、上記１の（１）の②のとおり、対面指導が

適切に行われていることを前提とすること。 

（２）訪問・面談等による対面指導を行う者としては、在籍校の教員や学校支援員、スクールカ

ウンセラー、スクールソーシャルワーカーなどが想定される。 

（３）学校は、当該不登校児童生徒に対する対面指導やＩＣＴ等を活用した学習について、例え

ば、対面指導を行っている者から定期的な報告を受けたり、保護者との面談等を実施した

りするなどして、その状況を十分に把握すること。 

（４）自宅におけるＩＣＴ等を活用した学習活動を「出席扱い」とすることにより、不登校が必

要な程度を超えて長期にわたることを助長しないよう、個々の児童生徒の状況を踏まえつ

つ、段階的に学校での対面指導やフリースクール等での相談・指導へつなげたりするなど

留意すること。 

（５）ＩＣＴを活用する場合には、個人情報や著作権の保護、有害情報へのアクセス防止など、

当該児童生徒に対して必要な事前の指導を行うとともに、その活用状況についての把握を

行うこと。その際、ＩＣＴの活用について保護者にも十分な説明を行うとともに、活用状

況の把握について必要な協力を求めること。 

（６）出席扱いとした場合の指導要録への記入の仕方は次の通りとする。 

記入例 備考欄：出席扱い（ＩＣＴ等学習）75 

（７）ＩＣＴ等を活用した学習の計画や内容が、学校の教育課程に照らし適切と判断される場合

には、当該学習の評価を適切に行い指導要録に記入したり、また、評価の結果を通知表そ

の他の方法により、児童生徒や保護者に積極的に伝えたりする。 

 

Ⅲ 自宅において ICT等を活用した学習を行う児童生徒について 


